
書式第 12号 (法第 28条関係 )

令和 5年度 事 業 報 告 書
令和 5年 4月 1日 から令和 6年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 経営支援 NPOク ラブ

事業の成果 :

(1)中 小企業の経営支援活動 :

令和 5年度はコ回ナ禍の行動制限もない状態となり、1,145社の中小企業に対して 2,903回 の販路開

拓マッチング及び総合的な経営支援を実施し、コロナ禍前に近い水準まで回復した。

今期の新規案件としては、測量プラットフォーム事業、農水省案件、中部経産局案件、栃木県 (自

動車関連)案件、島根県案件等があった。復活案件としてはモクコレ案件、佐賀県 (取引拡大)案

件等があった。主な継続案件として、みやぎ産業支援機構のコネクション型、生産現場支援事業と

いった幅広い事業の受託、福島イノベーション・コースト構想推進機構/廃炉競争力強化支援、東京

都主催の産業交流展、中小企業組合まつり、新価値創造展、埼玉県、板橋区からの委託があつた。

また、香川県、四国産業・技術振興センター、二重県医療・福祉機器関連、わかやま産業振興財

団、足利銀行等地域金融機関からの販路開拓支援等を受託し、実施した。

中小企業支援活動以外の社会貢献活動としては、次世代育成支援、災害復興支援等を実施し、更な

る充実を目指し各種研究会を設置し自己研鑽にも努めた。内部研究会の活動成果を中小企業支援活

動に活かすために、当クラブの関係中小企業を対象に、WEBセミナーの実施、新技術の事業化支援、

デジタル技術の活用支援などを継続して実施している。
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(2)講演会事業 (次世代育成支援事業):                           |
次世代育成支援事業は教育機関を対象とした講演会活動、中堅社員研修、サイエンスアゴラ、大学か|

らのインターンシップ派遣先紹介及び受け入れ、高校大学コラボゼミヘの協力等を実施した。   |
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年度 活動計算書 (その他事業が△塾場合)
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人   朴|1支援 PヽO■・ '
(単位 :円 )
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

2023年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人  経営支援NPOク ラブ
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1(ヽ 28

重要な会計方針
:1算書類の作成は.NPO法 人会言1基準 (2010年 7り ]2011

(1)固定資産の減価償却の方法
什器備品の減価償却は定率法によっています。

(2)消 費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています.

2.事 業別損益の状況

3.固 定資産の増減内訳

2023年度  計算書類の注記

特定非営利活動法人 経営支援NPOク ラブ

(単

2011年 11月 2011-部改 lE NPO法 人会計基準協議会,|こよっています.
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書式第 17号 (法第 2S条関係 )

2023年度 財産目録
特定非営利活動法人 経営支援NPOクラブ

事 業 報 告 用
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 5年度年間役員名簿 J卍 [精踏だぢ席鰭墾騒1雲壌謂紫墓鉗躍顧
所並

特定非営利活 人 経営支援NPOク ラブ

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

2 役員一覧

役 名
どちらかに‐
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(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )
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書式第 18号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

役 名
どちらかにO

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間

報酬を受けた期間
(該 当者のみに記 入)
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雫 二公雄

令和 5■ 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月

月    日

12 〇
監事

スス'キ   キヨエ

鈴木 清江

令和 5年 4月 1日

令和 6年 :期 31日

年   月

月    日

タカオ  マサト

高尾 正人
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・ユキ
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⌒
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理事 こヽ菫ブ

タタ
.  
ヤスオ

多田 泰夫

令和 5年 4月 1日

令和 6年 3月 31日

年   月

ナカタニ  カネタケ

中谷 兼武

令和 5年 4月 1日
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|
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|
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書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 6年 3月 31日現在

特定非常利活動法人 経営支援NP()ク ラブ

氏    名

1 青木 伊紗緒

2
荒井 伸

3 飯島 正三

4 金 F 壽光

● 岩田 浩

(, 山崎 駿

大儀 明人

ぶ 高山 充

(, 西村 啓

l(] 引田 道人

|| 細野 忠幸

束郷 修

|
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